
① 地域生活支援拠点等の整備数について（予定含む）

② 整備類型について（予定含む）

（課題等）
※ 整備にあたって、備えるのが困難な機能として、「緊急時の受入・対応」、「専門的人材の養成・確保」が大宗を占めていた。
※ 今後の課題については、主に「地域の社会資源が不足していること、整備・運営に係る財源の確保」等があげられている。

地域生活支援拠点等の全国の整備状況について（平成３０年４月１日時点）（概要）

○ 地域生活支援拠点等の全国の整備状況について、平成30年４月１日時点で、１19の自治体（障害保健福祉
圏域含む）において、整備されている。（全国の自治体数：1741、圏域数：189）

※ 障害福祉課調べ

平成30年４月１日時点で整備済み ８９市町村 ３０圏域（圏域の市町村数：１４４市町村）

平成30年９月末までに整備予定 ８市町村 ２圏域 （圏域の市町村数：５市町村）

平成30年度末までに整備予定 ３７市町村 ６圏域（圏域の市町村数：２２市町村）

平成31年度に整備予定 ４４市町村 ６圏域（圏域の市町村数：１９市町村）

平成32年度に整備予定 ５０３市町村 １２０圏域（圏域の市町村数：４４９市町村）

その他 ３４７市町村 ２５圏域（圏域の市町村数：７４市町村）

多機能拠点型 ３９市町村 ３圏域（圏域の市町村数：１０市町村）

面的整備型 ３７１市町村 １０９圏域（圏域の市町村数：４0９市町村）

多機能拠点型＋面的整備型 ５６市町村 ９圏域（圏域の市町村数：４８市町村）

その他 ２市町村 ０圏域（圏域の市町村数：０市町村）

未定 ５６０市町村 ６８圏域（圏域の市町村数：２４７市町村）
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① 地域生活支援拠点等の整備数について（予定含む）

② 整備類型について（予定含む）

（課題等）
※ 整備にあたって、備えるのが困難な機能として、「緊急時の受入・対応」、「専門的人材の養成・確保」が大宗を占めていた。
※ 今後の課題については、主に「地域の社会資源が不足していること、整備・運営に係る財源の確保」等があげられている。

地域生活支援拠点等の全国の整備状況について（平成２９年４月１日時点）（概要）

○ 地域生活支援拠点等の全国の整備状況について、平成29年４月１日時点で、４６の自治体（障害保健福祉
圏域含む）において、整備されている。（全国の自治体数：1741、圏域数：141）

※ 障害福祉課調べ

平成29年４月１日時点で整備済み ３７市町村 ９圏域

平成29年９月末までに整備予定 ５市町村 ２圏域

平成29年度末までに整備予定 ７５市町村 ３２圏域

平成30年度に整備予定 ６４市町村 １１圏域

未定 １０２５市町村 ８７圏域

多機能拠点型 ２５市町村 ４圏域

面的整備型 ２８３市町村 ８５圏域

多機能拠点型＋面的整備型 ４５市町村 ３圏域

その他 ０市町村 ０圏域

未定 ８５３市町村 ４９圏域
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① 地域生活支援拠点等の整備数について（予定含む）

② 整備類型について（予定含む）

（課題等）
※ 整備にあたって、備えるのが困難な機能として、「緊急時の受入・対応」、「専門的人材の養成・確保」が大宗を占めていた。
※ 今後の課題については、主に「地域の社会資源が不足していること、整備・運営に係る財源の確保」等があげられている。

地域生活支援拠点等の全国の整備状況について（平成２８年９月１日時点）（概要）

○ 地域生活支援拠点等の全国の整備状況について、平成28年９月１日時点で、２２の自治体（障害保健福祉
圏域含む）において、整備されている。（全国の自治体数・圏域数：1,741・352）

※ 障害福祉課調べ

平成28年９月１日時点 ２０市町村 ２圏域

平成28年度整備予定 ８市町村 ０圏域

平成29年度整備予定 ２５６市町村 ７９圏域

未定 ９３８市町村 ５６圏域

多機能拠点型 ４２市町村 ２圏域

面的整備型 ２３５市町村 ６９圏域

多機能拠点型＋面的整備型 ２６市町村 ４圏域

その他 ０市町村 ０圏域

未定 ９１９市町村 ６２圏域

社保審－障害者部会

第82回（H28.11.11） 資料１－１（抜粋）改
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平成２９年４月１日調査 平成３０年４月１日調査

多機能拠点型 ２５市町村 ４圏域 多機能拠点型 ３９市町村 ３圏域

面的整備型 ２８３市町村 ８５圏域 面的整備型 ３７１市町村 １０９圏域

多機能拠点型＋面的整備型 ４５市町村 ３圏域 多機能拠点型＋面的整備型 ５６市町村 ９圏域

その他 ０市町村 ０圏域 その他 ２市町村 ０圏域

未定 ８５３市町村 ４９圏域 未定 ５６０市町村 ６８圏域

② 整備類型について（予定含む）

① 地域生活支援拠点等の整備数について（予定含む）

平成２９年４月１日調査 平成３０年４月１日調査

平成29年4月1日時点で整備済み ３７市町村 ９圏域 平成30年4月1日時点で整備済み ８９市町村 ３０圏域

平成29年9月末までに整備予定 ５市町村 ２圏域 平成30年9月末までに整備予定 ８市町村 ２圏域

平成29年度末までに整備予定 ７５市町村 ３２圏域

平成30年度末までに整備予定 ３７市町村 ６圏域

平成30年度に整備予定 ６４市町村 １１圏域

未定 １０２５市町村 ８７圏域

平成31年度に整備予定 ４４市町村 ６圏域

平成32年度に整備予定 ５０３市町村 １２０圏域

その他 ３４７市町村 ２５圏域

▲２９３ 市町村
＋ １９ 圏域

＋ ２ 市町村
± ０ 圏域

＋ １１ 市町村
＋ ６ 圏域

＋ ８８ 市町村
＋ ２４ 圏域

＋ １４ 市町村
▲ １ 圏域

＋ ５２ 市町村
＋ ２１ 圏域

▲ ２７ 市町村
▲ ５ 圏域

▲ ６７８市町村
▲ ６２ 圏域
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都道府県ごとの整備状況
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平成３０年４月１日時点で整備済み
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み市町村の割合

管内市町村に占める平成３０年４月１日時点で整備済み市町村の割合
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都道府県ごとの整備状況
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平成３０年度末までに整備予定

0

1

2

3

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

圏域 市町村

平成３０年９月末までに整備予定
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都道府県ごとの整備状況
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平成３１年度に整備予定
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都道府県ごとの整備状況

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

圏域 市町村

その他

８



0

10

20

30

40

50

60

70

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

平成3１年度に整備予定

平成30年度末までに整備予定

平成30年9月末までに整備予定

平成30年4月までに整備済

平成31年度までに整備予定の市町村数

都道府県ごとの整備状況
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潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

平成31年度に整備予定

平成30年度末までに整備予定

平成30年9月末までに整備予定

平成30年4月までに整備済

管内市町村に占める平成31年度までに整備予定の市町村の割合
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整備状況について（平成３０年４月１日現在）

233 13

59

63

952

421 平成30年4月までに整備済

平成30年9月末までに整備予定

平成30年度末までに整備予定

平成31年度に整備予定

平成32年度に整備予定

その他

（54.7%）

（13.4%）

（0.7%）

（3.6%）

（3.4%）

整備状況の割合

（24.2%）

1,741市町村

48

780

104
2

807

多機能拠点整備型 面的整備型

多機能拠点整備型

＋

面的整備型

その他の

整備類型

未定

（46.6%）

（2.8%）

（44.8%）

（0.1%）
（6.0%）

整備類型の割合

1,741市町村
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